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（総　　　　則）

第１条　令和５年度高根沢町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業 務 の 予 定 量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　 戸

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

①　汚水管渠整備事業 千円

②　処理場施設改良事業 千円８１，８２７

令 和 ５ 年 度   高 根 沢 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

水 洗 化 戸 数 ７，７３０

年 間 処 理 水 量 １，７９１，０４８

一 日 平 均 処 理 水 量 ４，８９４

主要な建設改良事業

２１３，３６６
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（ ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

営 業 外 収 益 ４４１，０３９

特 別 利 益 ２

下 水 道 事 業 費 用 ７１０，１７３

営 業 費 用 ６４７，１５０

営 業 外 費 用 ６１，０２２

特 別 損 失 １

予 備 費 ２，０００

収 益 的 収 入 及 び 支 出

下 水 道 事 業 収 益 ７３０，９９０

営 業 収 益 ２８９，９４９
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（ ）

第４条

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

資 本 的 収 入 ４３２，５２９

企 業 債 １０８，０００

出 資 金 １６１，０３１

資 本 的 支 出 ６３９，３５３

国 庫 補 助 金 １１５，０００

負 担 金 等 ４８，４９７

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  ２０６，８２４千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額　１１，９７２千円、過年度分損益勘定留保資金　１２０，８３８千円、当年度

分損益勘定留保資金  ４６，１９８千円、減債積立金  ２７，８１６千円で補てんするものとする。）

建 設 改 良 費 ２９５，１９３

企 業 債 償 還 金 ３４４，１６０

固 定 資 産 売 却 代 金 １

6



（ ）

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（ ）

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

総　　額 年　　度 年　割　額

仁井田水処理センター
シーケンサ更新事業

１３０，６８０千円

令和５年度

令和６年度

７３，４８０千円

５７，２００千円

事　業　名

１　資本的支出 １　建設改良費

継 続 費

款 項

水洗便所改造資金融資あっせんに係る
利 子 補 給

令和６年度から令和９年度まで

債務負担行為

事　　　　項 期　　　　間 限　度　額

１７７千円
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（ ）

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（ ）

第８条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（ ）

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

償還の方法

予定支出の各項の経費の金額の流用

公共下水道事業 １０８，０００千円 普通貸借又は
証 券 発 行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

借入れの日から４０年以内とし、その他につ
いては借入先の融資条件による。ただし、町
財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還または低利に借換え
することができる。

一 時 借 入 金

企 業 債

起債の目的 限度額 起債の方法 利率
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（ ）

第10条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（ ）

第11条 下水道事業経営安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３０,５００千円である。

令和５年３月２日提出

高根沢町長　　加　藤　公　博

２０，３００

他会計からの補助金

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

職 員 給 与 費
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１ １１

２ １４

３ １５

４ ２１

５ ２２

６ ２４

７ ２９

８ ３４

令 和 ４ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ５ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

注 記

令和５年度高根沢町下水道事業会計予算に関する説明書

予 算 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ４ 年 度 予 定 損 益 計 算 書
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収　　入

1

1

1  下水道使用料及び農業集落排水処理施設使用料

2  雨水排水に要する経費に対する一般会計負担金

3

4  排水設備計画確認検査手数料等

2

1  預金利息

2  一般会計補助金

3  分流式下水道等に要する経費に対する一般会計負担金

4  農村整備事業補助金

5  長期前受金収益化額

6  消費税及び地方消費税還付金

7  宝積寺アクアセンター敷地補償費等

3

1

2

消費税及び地方消費税還付金 1

雑 収 益 144

過 年 度 損 益 修 正 益 1

特 別 利 益 2

固 定 資 産 売 却 益 1

他 会 計 負 担 金 213,129

長 期 前 受 金 戻 入 192,264

国 庫 補 助 金 5,000

雨 水 処 理 負 担 金 26,801

受 託 工 事 収 益 1

そ の 他 営 業 収 益 375

営 業 外 収 益 441,039

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1

他 会 計 補 助 金 30,500

令和５年度高根沢町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 予 定 額 備 考

（単位：千円）

下 水 道 事 業 収 益 730,990

営 業 収 益 289,949

下 水 道 使 用 料 262,772
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支　　出

1

1

1  管渠の維持管理に要する経費

2  処理場施設の維持管理に要する経費

3

4  事業活動の全般に関する経費

5  固定資産の減価償却費

6  固定資産の除却費

2

1  企業債償還利息

2

3  その他雑支出

3

1

4

1

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

下 水 道 事 業 費 用 710,173

営 業 費 用 647,150

管 渠 費 12,337

処 理 場 費 206,685

受 託 工 事 費 2

総 係 費 52,813

減 価 償 却 費 374,183

資 産 減 耗 費 1,130

営 業 外 費 用 61,022

支 払 利 息 及 び 57,764

企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 3,000

雑 支 出 258

特 別 損 失 1

予 備 費 2,000

予 備 費 2,000

過 年 度 損 益 修 正 損 1
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収　　入

1

1

1  公共下水道事業債

2

1  一般会計出資金　

3

1  社会資本整備総合交付金

4

1  公共下水道事業受益者負担金

2  農業集落排水事業受益者分担金

5

1

支　　出

1

1

1  管渠建設等に要する経費

2  処理場機械設備更新等に要する経費

2

1  企業債償還元金

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入 432,529

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

出 資 金 161,031

企 業 債 108,000

建 設 改 良 債 108,000

出 資 金 161,031

国 庫 補 助 金 115,000

国 庫 補 助 金 115,000

固定資産売却代金 1

負 担 金 等 48,497

受 益 者 負 担 金 48,496

受 益 者 分 担 金 1

款 項 目 予 定 額

固 定 資 産 売 却 代 金 1

（単位：千円）

企 業 債 償 還 金 344,160

処 理 場 建 設 改 良 費 81,827

資 本 的 支 出 639,353

建 設 改 良 費 295,193

管 路 建 設 改 良 費 213,366

建 設 企 業 債 元 金 償 還 金 344,160

13



(1)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料の購入、商品又はサービスの購入による支出 千円

　　　人件費支出 千円

　　　その他の事業支出 千円

　　　営業収入 千円

　　　負担金、補助金等収入 千円

　　　小計 千円

　　　利息の支払額 千円

　　　利息の受取額 千円

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

(2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 千円

　　　国庫補助金等による収入 千円

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 千円

(3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 千円

　　　企業債の償還による支出 千円

　　　出資金による収入 千円

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 千円

資金増加額（又は減少額） 千円

資金期首残高 千円

資金期末残高 千円

令 和 ５ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

△２４１，６５７

△２０，３００

△１１，９６８

２６３，２９５

２８４，４３０

２７３，８００

△５７，７６４

１

２１６，０３７

△７５，１２９

９，２１２

１２５，４５５

１３４，６６７

△２９５，１９３

１６３，４９７

△１３１，６９６

１０８，０００

△３４４，１６０

１６１，０３１
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 １  総    括

職 員 数

（ 人 ） 報 酬 給 料 手 当 計

損益勘定支弁職員
( )
3

9,829 7,283 17,112 3,188 20,300

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

9,829 7,283 17,112 3,188 20,300

損益勘定支弁職員
( )
3

9,404 6,994 16,398 3,159 19,557

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

9,404 6,994 16,398 3,159 19,557

損益勘定支弁職員
( )

425 289 714 29 743

資本勘定支弁職員

合 計
( )

425 289 714 29 743

( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

児童手当は予算上の性質が人件費と異なるため、給与費明細書に記載していません。

本年度

前年度

比 較

給   与   費   明   細   書

（単位：千円）

区 分

給 与 費

法 定 福 利 費 合 計 備 考

15



（単位：千円）

区 分

本 年 度 258 240 477 2,099 1,707 860

前 年 度 258 240 477 2,019 1,598 827

比 較 80 109 33

区 分

本 年 度 30 1,612

前 年 度 30 1,545

比 較 67

 ２  給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区 分

給 料 84

361

△ 20

手 当 85

204

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当 通 勤 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当 時 間 外 勤 務 手 当

管理職員特別勤務手当 住 居 手 当 退 職 手 当

勤 勉 手 当

勤勉手当の増

増 減 額 増  減  事  由  別  内  訳  説       明 備   考

425 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

289 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分
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 ３  給 料 及 び 手 当 の 状 況

   ア  職員1人当たりの給与

　　イ　初　任　給

区　分 一　般　行　政　職

高校卒 154,600円 高校卒 154,600円 技能職 151,900円

短大卒 167,100円 短大卒 167,100円

大学卒 185,200円 大学卒 185,200円

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額 271,233円

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 303,025円

平 均 年 齢 34歳6月

平 均 給 料 月 額 259,633円

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 304,062円

区　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

技　能　労　務　職

技能職 151,900円

平 均 年 齢 33歳6月
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( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

   ウ  級別職員数　　　

区 分
企　　　　　　　業　　　　　　　職 技　　　　能　　　　労　　　　務　　　　職

級 職 員 数 (人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級
（ ） （ ）

1　級
（ ） （ ）

1 33.3

2　級 （ ） （ ） 2　級 （ ） （ ）
1 33.3

3　級 （ ） （ ） 3　級 （ ） （ ）

4　級
（ ） （ ）

5　級
（ ） （ ）

1 33.4

6　級
（ ） （ ）

7　級
（ ） （ ）

計 （ ） （ ） 計 （ ）

（ ） （ ）
2 66.6

（ ）
3 100.0

（ ） （ ） 1　級

3　級 （ ） （ ）

2　級 （ ） （ ） 2　級 （ ） （ ）

1 33.4

4　級 （ ） （ ）

6　級 （ ） （ ）

計 （ ） （ ）
3 100.0

　（級別の基準となる職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

計 （ ） （ ）

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級

7　級 （ ） （ ）

5　級 （ ） （ ）

3　級 （ ） （ ）

5 級 6 級 7 級

企 業 職 主 事 主 任 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 参 事

技 能 労 務 職 労 務 主 事 技 能 主 事 技 能 主 事
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（Ａ） （人） 3 3

（Ｂ） （人） 3 3

（人）

（人）

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

比 率 （％） 100.0 100.0

（Ａ） （人） 3 3

（Ｂ） （人） 3 3

（人）

（人）

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

比 率 （％） 100.0 100.0

技 能 労 務 職

本  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

（Ｂ）/（Ａ）

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級

   エ  昇 給 

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　計 企　　業　　職

2 号 級

（Ｂ）/（Ａ）

前  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

2 号 級

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級
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   オ  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

(2.3)

4.4

(2.25)

4.3

(2.3)

4.4

   カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） 加 算 措 置 等

（ 支 給 率 等 ）

   キ  その他の手当

区 分

支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分） 備 考
6月（月分） 12月(月分）

本 年 度
(1.15) (1.15)

有
2.2 2.2

前 年 度
(1.125) (1.125)

有
2.15 2.15

一 般 会 計 の 制 度
(1.15) (1.15)

有
2.2 2.2

区　　　　分
25年勤続の者

備　　　考
(月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

区　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

一 般 会 計 の 制 度

24.586875 33.27075 47.709 47.709

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　じ
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（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

令和２年度から (1)

令和４年度まで 124 

令和３年度から 令和５年度から (1)

令和４年度まで 令和６年度まで 141 

令和５年度から (28)

令和７年度まで 143 

令和５年度から (28)

令和８年度まで 151 

令和５年度から (97,918)

令和９年度まで 515,245 

（　　）書きは当該年度における支出予定額

令和４年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

151 　　　　 151

令和４年度包括的民間委託 515,245 515,245 

令和２年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

151 10 141 

令和３年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

150 7 　　　　 143令和４年度

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

令和元年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

151 27 令和５年度 124 
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1 円 円 円

（１）  下水道使用料

（２）  雨水処理負担金

（３）  受託工事収益

（４）  その他営業収益

2

（１）  管渠費

（２）  処理場費

（３）  受託工事費

（４）  総係費

（５）  減価償却費

（６）  資産減耗費

3

（１）  受取利息及び配当金

（２）  他会計補助金

△３７７，７９５，７２１

　営　 業 　外　 収　 益

２，０００

８１，３２０，８４９

４６０，９８９ ６０６，４４８，５７８

　営　 業　 利　 益

　営　 業　 費 　用

３０，５２３，１５６

１７４，４７９，９６２

0

４７，１１６，３１６

３５３，８６８，１５５

２７，６１１，４２１

０

４７６，７０１ ２２８，６５２，８５７

２００，５６４，７３５

令和４年度高根沢町下水道事業予定損益計算書

( 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　営　 業 　収　 益
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（３）  他会計負担金

（４）  国庫補助金

（５）  長期前受金戻入

（６）  雑収益

4

（１）  支 払 利 息 及 び

 企 業 債 取 扱 諸 費

（２）  雑 支 出

5

（１）  固 定 資 産 売 却 益

（２）  過 年 度 損 益 修 正 益

6

（１）  過年度損益修正損

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ５８，９０６，２３５

当 年 度 純 利 益 ２７，８１５，６２３

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 ０

そ の 他 未 処 分 利益 剰余 金変 動額 ３１，０９０，６１２

０

　特　 別 　利 　益

０

０ ０

　特　 別 　損　 失

０ ０

４０５，６１１，３４４

    経 　常　 利 　益 ２７，８１５，６２３

７，８７７，３４６ ６９，９９５，２７２

　営　 業　 外 　費　 用

６２，１１７，９２６

２０５，１９４，７３０

４，５００，０００

１８４，０５８，９１９

５３０，１１８ ４７５，６０６，６１６
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計 １２，５８５，０７８，３５８

△６５５，８８０ １，６４０，６３３

△３６８，２３２，４４７ ８８４，２６７，０７１

５１，５００

１，２５２，４９９，５１８

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

△１２８，０９５，４９５ ７１４，５０７，７９１

２，２９６，５１３

令 和 ４ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

１１，１４５，０８５，５３１

△１，２９３，９４４，８２０ ９，８５１，１４０，７１１
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（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

１６８，７７４，５９５

資 産 合 計 １２，８２８，５５２，８６１

流 動 資 産 合 計

△５９４，８４１ ４３，３１９，１２７

１２，６５９，７７８，２６６

　流 　動 　資 　産

１２５，４５５，４６８

４３，９１３，９６８

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 ７４，６９９，９０８

７４，６９９，９０８
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企業債

（２） 未払金

（３） 引当金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額 △９４１，２８１，１５１

繰 延 収 益 合 計 ６，００７，８４７，５６０

負 債 合 計 １０，３５２，５８１，４８３

流 動 負 債 合 計 ３５９，０１７，９２１

６，９４９，１２８，７１１

１，５２１，０００

固 定 負 債 合 計

３４４，１５９，６９１

３，９８５，７１６，００２

３，９８５，７１６，００２

１３，３３７，２３０
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８

１，７９２，７７２，８１５

５３４，４２９，８５７

１，７８４，５２９

５９，０７８，３９８

２８，９９９，５４４

資 本 金 合 計

９８，０７３，５５０

自 己 資 本 金 合 計 １，７９２，７７２，８１５

６７２，５１２，８００

１，０２２，１８６，４６５
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，８２８，５５２，８６１

剰 余 金 合 計 ６８３，１９８，５６３

資 本 合 計 ２，４７５，９７１，３７８

利 益 剰 余 金 合 計 ５８，９０６，２３５

０

５８，９０６，２３５
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計 １２，４８０，２６９，３５８

２，２９６，５１３

△８３８，８８０ １，４５７，６３３

△１，５６７，５６９，８２０ ９，７６８，８５１，７１１

１，３２５，３５９，５１８

△４３７，９６７，４４７ ８８７，３９２，０７１

５１，５００

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

△１５３，５５７，４９５ ６８９，０４５，７９１

１１，３３６，４２１，５３１

令 和 ５ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産
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（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計 ７２，５５１，９０８

７２，５５１，９０８

１２，５５２，８２１，２６６

　流 　動 　資 　産

１３４，６６７，０９８

４１，７６１，５４６

固 定 資 産 合 計

△６０４，８４１ ４１，１５６，７０５

流 動 資 産 合 計 １７５，８２３，８０３

資 産 合 計 １２，７２８，６４５，０６９
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企 業 債

（２） 未 払 金

（３） 引 当 金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

３，７４０，６８６，７０８

３，７４０，６８６，７０８

１３，５４７，１２９

固 定 負 債 合 計

３５３，０２９，２９４

１，５２１，０００

流 動 負 債 合 計 ３６８，０９７，４２３

７，０９７，７６２，７１１

５，９６４，２１７，５６０

負 債 合 計 １０，０７３，００１，６９１

△１，１３３，５４５，１５１

繰 延 収 益 合 計
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

８３３，５４３，８００

１，０２２，１８６，４６５

１２９，１６４，１６２

自 己 資 本 金 合 計 １，９８４，８９４，４２７

資 本 金 合 計 １，９８４，８９４，４２７

５３４，４２９，８５７

１，７８４，５２９

５９，０７８，３９８

２８，９９９，５４４

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

０

４６，４５６，６２３

利 益 剰 余 金 合 計 ４６，４５６，６２３

剰 余 金 合 計 ６７０，７４８，９５１

資 本 合 計 ２，６５５，６４３，３７８

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，７２８，６４５，０６９
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 ２～３０年

車両運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ４～２０年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ５０年

２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　職員の退職手当に係る負担金は、「高根沢町企業職員（下水道事業）の退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、栃木県市町

　村総合事務組合への一般負担金のみを下水道事業が負担し、追加的な費用は全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金

  は計上していない。

（２）賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す

　る額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。
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（３）法定福利費引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支

　給見込額のうち当年度の負担に属する額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

１　引当金の取り崩し

（１）賞与引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）を支給するため、賞与引当金を取り崩す予定である。

（２）法定福利費引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）に係る法定福利費を支給するため、法定福利費引当金を取り崩す予定である。

（３）貸倒引当金

　　　当年度において下水道使用料等を不納欠損するため、貸倒引当金を取り崩す予定である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

１　報告セグメントの概要

　高根沢町下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、「公共下水

道事業」と「農業集落排水事業」の２つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公 共 下 水 道 事 業 　宝積寺処理区及び仁井田処理区に係る汚水処理、雨水処理

農 業 集 落 排 水 事 業 　東部処理区及び大用地処理区に係る汚水処理
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２　報告セグメントごとの営業収益等

　　令和５年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月３１日）

（単位：千円）

　特別損失 1  1

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増減額

△ 53,826 △ 53,131 △ 106,957

　減価償却費 318,822 55,361 374,183

　特別利益 2  2

　他会計負担金 176,210 36,919 213,129

　出資金 104,031 57,000 161,031

　雨水処理負担金 26,801  26,801

　他会計補助金 8,000 22,500 30,500

セグメント負債 9,105,142 967,860 10,073,002

その他の項目    

経常損益 15,849 2,792 18,641

セグメント資産 11,269,061 1,459,584 12,728,645

営業費用 523,054 102,168 625,222

営業損益 △ 282,473 △ 76,694 △ 359,167

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 240,581 25,474 266,055
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 下水道事業 730,990 730,276 714

収益
1 営業収益 289,949 252,516 37,433

1 262,772 225,540 37,232 262,772 下水道使用料 234,814

農業集落排水処理施設使用料 27,958

2 26,801 26,540 261 26,801 雨水処理に要する経費に対する一般会計負担
金 26,801

3 1 1 0 1 受託工事金 1

4 375 435 △ 60 手数料 315 排水設備計画確認検査手数料等 315

60 堆肥販売金 60

2 営業外収益 441,039 477,758 △ 36,719

1 1 1 0 預金利息 1 預金利息 1

2 30,500 70,500 △ 40,000 30,500 一般会計補助金 30,500

3 213,129 209,610 3,519 213,129 一般会計負担金 213,129

4 国庫補助金 5,000 4,500 国庫補助金 5,000 農村整備事業補助金 5,000

その他営業
収益

生産物売払
収入

受取利息及
び配当金

他会計補助
金

他会計補助
金

他会計負担
金

他会計負担
金

500

下水道使用
料

下水道使用
料

雨水処理負
担金

雨水処理負
担金

受託工事収
益

受託工事収
益

令和５年度高根沢町下水道事業会計予算明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

5 192,264 184,003 8,261 192,264 長期前受金収益化額 192,264

6 1 9,000 △ 8,999 1 消費税及び地方消費税還付金 1

7 雑収益 144 144 0 144 宝積寺アクアセンター敷地補償費等 144

3 特別利益 2 2 0

1 1 1 0 1 固定資産売却益 1

2 1 1 0 1 過年度損益修正益 1

消費税及び
地方消費税
還付金

消費税及び
地方消費税
還付金

その他雑収
益

固定資産売
却益

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

過年度損益
修正益

長期前受金
戻入

長期前受金
戻入

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

38



支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 710,173 707,176 2,997

1 営業費用 647,150 640,624 6,526

1 管渠費 12,337 35,234 △ 22,897 光熱水費 50 マンホールポンプ場電気料 50

動力費 4,966 マンホールポンプ場機械装置運転に係る電力料 4,966

修繕費 1,100 管渠内補修工事 1,100

委託料 4,084 下水道管路台帳作成業務等 4,084

賃借料 20 管渠埋設用地賃借料 20

路面復旧費 2,090 道路舗装復旧費用 2,090

保険料 27 全国自治協会施設損害保険 27

2 処理場費 206,685 196,760 9,925 備消品費 150 東部の恵肥料袋 150

光熱水費 34 処理場電気料 34

動力費 53,701 処理場機械装置運転に係る電力料 53,701

修繕費 19,690 処理場機械設備の修繕に係る費用 19,690

委託料 132,590 処理場の施設運転管理委託等 132,590

保険料 520 全国自治協会施設損害保険 520

3 受託工事費 2 2 0 材料費 1 材料費 1

修繕費 1 修繕費 1

4 総係費 52,813 52,757 56 給料 9,829 3名分 9,829

手当 6,012 扶養手当 258

通勤手当 240

下水道事業
費用

款 項 目 比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

時間外勤務手当 860

管理職手当 477

管理職特別勤務手当 30

期末手当 1,398

勤勉手当 1,137

退職手当負担金 1,612

1,271 期末・勤勉手当に備えるため、引当金に繰り入れ

る額 1,271

法定福利費 2,938 共済組合負担金 2,912

公務員災害補償基金負担金 26

250 法定福利費（賞与分）に備えるため、引当金に繰

り入れる額 250

旅費 48 研修等に係る交通運賃 48

備消品費 309 事務用の備消耗品費 309

燃料費 64 公用車燃料費 64

印刷製本費 312 郵送用封筒等 312

修繕費 50 公用車の定期点検整備費用 50

通信運搬費 385 受益者負担金納付書郵送料等 385

手数料 117 口座振替手数料等 117

委託料 19,074 下水道使用料徴収事務委託費等 19,074

使用料 1,371 事務機器使用料等 1,371

補給金 114 水洗便所改造資金融資斡旋利子補給金 114

款 項 目 比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額

賞与引当金
繰入額

法定福利費
引当金繰入
額
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

会費負担金 114 日本下水道協会会費 79

栃木県下水道協会会費 10

全国町村下水道推進協議会栃木県支部会費 5

地域環境資源センター会費 20

保険料 33 公用車に係る保険料 33

研修費 757 研修受講料 757

報償費 9,654 受益者負担金等一括納付報奨金 9,654

110 下水道使用料の不納欠損に備えるため、引

当金に繰り入れる額 110

貸倒損失 1 下水道使用料の不納欠損に係る貸倒損失 1

5 減価償却費 374,183 354,538 19,645 371,647 有形固定資産に係る減価償却費 371,647

2,536 施設利用権に係る減価償却費 2,536

6 資産減耗費 1,130 1,333 △ 203 1,130 機械設備更新等に伴う除却費 1,130

2 営業外費用 61,022 64,551 △ 3,529

1 57,764 64,292 △ 6,528 企業債利息 57,764 企業債の償還利息 57,764

2 3,000 1 2,999 3,000 消費税及び地方消費税納付額 3,000

款 項 目 比 較
節

消費税及び
地方消費税

消費税及び
地方消費税

説　　　　　　明
区 分 金 額

無形固定資
産減価償却
費

固定資産除
却費

貸倒引当金
繰入額

有形固定資
産減価償却
費

支払利息及
び企業債取
扱諸費
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

3 雑支出 258 258 0 58 受益者負担金の不納欠損に備えるため引当

金に繰り入れる額 58

200 その他雑支出 200

3 特別損失 1 1 0

1 1 1 0 貸倒損失 1 不納欠損金 1

4 予備費 2,000 2,000 0

1 予備費 2,000 2,000 0 予備費 2,000 予備費 2,000

その他未収
金貸倒引当
金繰入額

その他雑支
出

過年度損益
修正損

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 432,529 451,369

1 企業債 108,000 200,000

1 建設改良債 108,000 200,000 建設改良債 108,000 公共下水道事業債 108,000

2 出資金 161,031 132,038 28,993

1 出資金 161,031 132,038 28,993 出資金 161,031 一般会計出資金 161,031

3 国庫補助金 115,000 105,000

1 国庫補助金 115,000 105,000 国庫補助金 115,000 社会資本整備総合交付金 115,000

4 負担金等 48,497 14,330 34,167

1 48,496 14,329 34,167 48,496 受益者負担金 48,496

2 1 1 0 1 受益者分担金 1

5 1 1 0

1 1 1 0 1 固定資産売却代金 1

固定資産売
却代金

有形固定資
産売却代金

有形固定資
産売却代金

説　　　　　　明
区 分 金 額

受益者負担
金

受益者負担
金

受益者分担
金

受益者分担
金

△ 18,840

△ 92,000

△ 92,000

10,000

10,000

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 639,353 674,534

1 建設改良費 295,193 341,599

1 213,366 333,359 委託料 17,500 管渠建設工事に係る監督業務等 17,500

工事請負費 195,866 汚水管渠建設工事等 195,866

2 81,827 8,240 委託料 427 資源化工場建設委託 427

工事請負費 81,400 仁井田水処理センターシーケンサ更新工事等 81,400

2 344,160 332,935 11,225

1 344,160 332,935 11,225 344,160 企業債の償還元金 344,160

企業債償還
金

建設企業債
元金償還金

建設企業債
元金償還金

説　　　　　　明
区 分 金 額

管路建設改
良費

処理場建設
改良費

比 較
節

△ 35,181

△ 46,406

△ 119,993

73,587

款 項 目
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１１，９７２ 千円

１２０，８３８ 千円

４６，１９８ 千円

２７，８１６ 千円

　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　２０６，８２４千円は、次により補てんするものとする。

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

過年度分損益勘定留保資金

当年度分損益勘定留保資金

減債積立金
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